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モータリゼーションの進展や人口減少による公共交通の衰退と財政難による公共施設の統廃合に起因す

る交通弱者の負担増加に対して，政府はクロスセクターによるまちづくりを推進しているが，部局横断的

な連携は容易でなく，政府による支援施策が活用されない懸念がある．本研究では，香川県小豆郡をケー

ススタディとして，公共交通・医療・教育の統合策によるクロスセクターベネフィットを試算している．

新たに統合する病院や高校へのアクセスを重視したバスネットワークの改善と上限運賃導入によって，公

共交通の不便から医療圏外へ流出していた患者の僅かな帰島で見込まれる医業損益の増加により，バス事

業損益の減少を補填可能であり，バス通学増加による交通死亡事故リスク低減の便益は，バス通学定期の

購入補助額を上回ることを推計で示している．  
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1. はじめに 
  

地方では，モータリゼーションの進展や人口減少

の影響により，公共交通の利用者が減少している．

公共交通の利用者の減少は，公共交通を運営・管理

する団体の経営を悪化させ，サービス水準の低下を

招き，そのサービス水準の低下がさらに利用者の減

少を加速させるといった負のスパイラルを生み出し

ている．また，財政難への対応から，公共施設の統

廃合が推進されており，住民らの公共施設への平均

移動距離が増加している．これらの問題は，高齢化

により急増している交通弱者の負担増加に拍車をか

けている． 

このような問題の対応として,  政府はまち・ひ

と・しごと創生や国土のグランドデザインにおける

コンパクト＋ネットワークの形成や公共施設等総合

管理計画などを連動させるクロスセクターによるま

ちづくりを推進している．例えば，公共施設の統廃

合によって生じる移動の不公平化を，公共交通ネッ

トワークの強化より補填するといったまちづくりが

挙げられる．このように，ある分野で取られた行動

が他分野に利益をもたらすことは，クロスセクター

ベネフィットと呼ばれている 1)． 

図-12)に示すように，コンパクトシティの形成を

支援する立地適正化計画制度では，様々な分野との

連携を図り，相乗効果が生み出されることが期待さ

れている．一方で，立地適正化計画制度の活用につ

いて，筆者らが平成27年に全国の自治体に対して行

った調査結果3)から，図-2に示すようにクロスセク

ターによるまちづくりには，他部局との連携や合意

形成の面で計画づくりの課題があることが示された． 

図-1 立地適正計画と他分野の連携2) 
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図-2 計画づくりにおける課題3) 

 

その原因として，行政内で部局横断的な連携が容易

でないことや，都市計画や交通施策がもたらすクロ

スセクターベネフィットが，他分野の人々や市民に

理解されにくいといったことが考えられる．そのた

め，政府が推進するクロスセクターによるまちづく

りの支援施策が活用されない懸念がある． 

したがって，本研究の目的はクロスセクターベネ

フィットの観点から，公共交通を核とするクロスセ

クターによるまちづくりの有効性を示すこととする． 

 

 

2. 本研究の視点と手法 

 

(1) 既往研究と本研究の位置づけ 

 既往研究において，西島ら4)は，公共交通が存在

しない場合に行政内の他部局が抱えるコストをクロ

スセクターベネフィットと捉え，公共交通維持のた

め支払われているコストより大きいことを概算した．

柳川ら5)は，社会資本が持つ公益支援性をクロスセ

クターベネフィットと捉え，鉄道沿線自治体の関連

分野の行政担当者の意識調査を通して，鉄道がクロ

スセクターベネフィットを有することを示した．ま

た，イギリスのThe Urban Transport Group6)のレポー

トでは，バス事業が政府の様々な政策目標の達成に

寄与するクロスセクターベネフィットを有する可能

性があることを示した． 

しかし，具体事例に基づき，公共交通以外の医療

や教育といった複数の分野にまたがる統合策におい

て，クロスセクターベネフィットを試算し，クロス

セクターによるまちづくりの有効性を示す研究は見

られない．本研究では，公共交通・医療・教育の統

合策を推進する香川県小豆郡を研究対象地域とし，

クロスセクターベネフィットを試算した． 

  

(2) 研究対象地域の概要 

 研究対象地域である香川県小豆郡は，小豆島をは

じめとする瀬戸内海の複数の島々が属し，小豆島町

と土庄町の二つの自治体からなる．人口は戦後をピ

ークに年々減少しており，平成28年時点では両町合

わせても3万人弱である．今後さらに人口減少が進

行し，高齢化率も50％近くに達すると推計されてい

る7)．このような問題に対応するため，両町は小豆

郡を一体とする公共交通・医療・教育の統合策を推

進している8)． 

(3) 研究対象地域における課題 

 公共交通分野では，郡内唯一の公共交通であるバ

スの高額な運賃体系が課題であった．本研究冒頭で

述べたような負のスパイラルに陥っていた． 

医療分野では，離島という地理的要因による医師

の人員確保の困難さが課題となっている．医師不足

は，担当医の不足による医療圏外への緊急搬送の増

加や医師らの負担増加を招き，医療水準の低下やさ

らなる医師の減少を生み出している．さらに，この

ような医療水準の低下や前述した高額なバス運賃体

系の影響により，高松市などの医療圏外の病院への

患者の流出も深刻な課題となっている．患者数の減

少に伴う医業収益の減少も大きな課題である．公立

病院は独立採算制を原則とするが，多くの赤字病院

に対して自治体等から一般会計繰入金が拠出されて

いる．小豆島町と土庄町も，医療圏内の急性期医療

を唯一担う内海病院と土庄中央病院の二つの公立病

院を合わせて，毎年数億円を負担している． 

教育分野では，少子化による生徒数の減少から，

小豆島町と土庄町それぞれに立地する唯一の高校の

将来的な存続が危ぶまれていた．そこで，両町の高

校を統合して，平成29年4月1日より新たに小豆島中

央高校を開校することが決定された．しかし，自転

車通学が多く，高校統合による通学距離の増加に伴

い，通学時の交通事故リスクの増加が懸念されてい

る．このような問題から，小豆島町長や役場の担当

部局の職員らとの話し合いの中でも，自転車通学か

らバス通学への移行促進策が課題となっていた． 

 

(4) 研究対象地域における統合策の概要 

 平成 28 年 4 月 1 日より，内海病院と土庄中央病

院を統合して新たに小豆島中央病院を開院し，医療

水準の向上を目指している．平成 28 年 3 月 20 日に

小豆島町と土庄町が一体となって地域公共交通網形

成計画が策定した．その際，バスの 300 円の上限運

賃を導入と同時に，新病院と統合高校へのアクセス

を重視したバスネットワークの改善が施されている．

さらに，統合高校の開校に合わせてバス通学定期の

購入補助の導入を決定しており，バスの利用促進に

よる交通事故削減を推進している．  

 

(5) 統合策によるクロスセクターベネフィット 

 本研究におけるクロスセクターベネフィットは，

統合策によって，統合策に直接係わる公共交通・医

療・教育分野へもたらされる便益とする．  

クロスセクターベネフィットの試算においては，

公共交通分野ではバスの需要とバス事業損益の変化，

医療分野では医療圏外へ流出している患者が帰島し

た場合の医業損益の変化，教育分野ではバス通学の

増加による通学時の交通死亡事故リスクの変化に焦

点を当てる． 

筆者らは図-3に示すように，小豆島町と郡内のバス

を運行している小豆島オリーブバス株式会社の協力を

得つつ，平成28年度の小豆島地域公共交通協議会に

おいて，二度にわたり試算結果を報告した． 
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事前打ち合わせ
8月

小豆島地域公共交通協議会（以下，筆者らの報告内容）
・1月分までのデータを利用したバスのトリップ数と事業
損益の試算結果
・医療と教育分野のクロスセクターベネフィットの試算結果

小豆島地域公共交通協議会（以下，筆者らの報告内容）
・9月分までのデータを利用したバスのトリップ数と事業
損益の試算結果
・通学に関するアンケートの調査票

10月

2月

・二つの公立病院の統合
4月

・二つの公立高校の統合
4月

平
成
28

年
度

平
成
29

年
度

・地域公共交通網形成計画の策定
3月

 
図-3 筆者らの協議会での係わりと統合策のフロー 

 

 

3. 公共交通分野にもたらされるクロスセクタ

ーベネフィットの考察 
 

(1) 試算に利用するデータの概要 

バスの需要の推計には，売上表に記録されている

平成25年4月～平成28年12月の運賃支払い手段のデ

ータを利用した．運賃支払い手段の種類は，定期，

切符，フリー乗車券，ICカード，現金（車内売上），

回数券の6種類である．定期，切符，フリー乗車券

は，売上表に月毎の売上金額と購入件数が記録され

ている．しかし，正確な利用実態を把握するために

は，購入件数の総和をそのままバスの需要と捉える

のは不適切である．そのため，一人当たりの利用回

数を考慮した指標であるトリップ数（人×回）を算

出する必要がある．またICカード，現金（車内売

上），回数券は購入件数の記録が無い． 

事業収益については，上記の運賃支払い手段の売

上の合計値を利用した．事業費用については，バス

事業の残高試算表における販売管理費を利用した．  

 

(2) トリップ数の推計方法と結果 

まず，前述したような運賃支払い手段データそれ

ぞれの特徴を考慮してトリップ数を推計した．それ

ぞれのデータの特徴とトリップ数の推計方法につい

ては，付録 A-1に示す． 

次に，それぞれ推計した運賃支払い手段のトリッ

プ数を月毎に合計した．次に，平成25～27年度にお

ける月別の平均トリップ数から4月～3月までの月変

動率を算出した．月変動率は，当該月の平均トリッ

プ数を月毎の平均のトリップ数の合計で除すことで

求められる．そして，その月変動率から，平成28年

度の4～12月のトリップ数を基準として1～3月の将

来トリップ数を推計した． 

平成25，28年度の4月，8月，10月は瀬戸内国際芸

術祭が開催されており，開催期間中と重なる月のト

リップ数は，開催年度でない平成26，27年度の同月

に比べて大幅に増加している．そのため，瀬戸内国

際芸術祭が開催される年度（以下，ピーク年度）に

対する比較として，開催されない年度（以下，オフ

ピーク年度）の平成29年度のトリップ数を推計した．

平成29年度も平成28年度と同じトリップ数になると

仮定するが，4月，8月，10月のトリップ数について

は，瀬戸内国際芸術祭が開催されていないことによ

る減少補正を施した．以上の結果については，図-4

に示す． 

 

(3) バス事業損益の推計方法と結果 

 事業損益の推計についても将来トリップ数の推計

と同様に，平成25年4月～平成27年3月の月変動率に

基づき，平成28年度の1月以降と平成29年度を推計

した．事業収益については，将来トリップ数の推計

と同様に，瀬戸内国際芸術祭の開催の有無を考慮し

た減少補正を施した. 月毎の推計結果については，

それぞれ図-5,6に示す．トリップ数と事業損益の年

度毎の合計値を示す結果を表-1に示す．事業費用に

ついては，トリップ数や事業収益のように瀬戸内国 
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図-4 トリップ数の推計結果 
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図-5 バス事業収益の推計結果 
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図-6 バス事業費用の推計結果 
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表-1 トリップ数と事業損益の年間合計値 

年度 
トリップ数 

（人×回） 

収益 

（千円） 

費用 

（千円） 

損益 

（千円） 

H25 409,444 150,364 209,028 -58,664 

H26 354,874 122,062 192,323 -70,261 

H27 352,304 116,103 193,764 -77,661 

H28 557,004 111,195 195,054 -82,859 

H29  511,357 98,345 194,054 -95,708 

 

際芸術祭の開催の有無によって月毎に大きな差異が

見られないため，補正を施していない．7，8月の費

用額について，平成26年度と他年度が大きく異なっ

ている理由は，賞与が支払われている月が平成26年

度のみ7月であるのに対して，他の年度は8月である

ためである． 

推計の結果，平成28年度のトリップ数の年間合計

値は，同じピーク年度である平成25年度との比較で

36%増加することが示された．平成29年度では，同 

じオフピーク年度である平成27年度との比較で45%

増加することが示された． 

平成28年度からの上限運賃導入により全路線加重

平均運賃（算出方法は付録A-1を参照）は，導入前

と比較して34%減少している．しかし，トリップ数

の増加により事業収益は，ピーク年度の比較では

26%の減少，オフピーク年度の比較では14%の減少

に抑えられている． 事業損益は，ピーク年度の比

較では41%の減少，オフピーク年度の比較では23%

の減少であった． 

 これらの推計結果は図-3に示したように，二度目

の試算である． 9月分までのデータを利用した一度

目の推計結果と比較しても差は1%前後であった．

本研究の推計方法は，本推計において十分に精度が

高いと考えられる． 

 

(4)  需要の価格弾力性に基づく推計結果の考察 

 需要の価格弾力性に基づき，推計結果と今後のバ

ス需要について考察する．本研究では推計したトリ

ップ数を需要D，全路線加重平均運賃を価格Pとし

て，需要の価格弾力性ΔEpを以下の(1)式で定義した． 

 

 ΔE𝑝 = −𝛥𝐷/𝛥𝑃*𝑃/𝐷 (1) 

 

Litman9)によると，公共交通における需要の価格

弾力性は基本的に低く，古い基準であるSimpson -

Curtin Ruleにおいて，価格弾力性は0.33程度である

とされている．また，複数の既往研究から公共交通

の需要の価格弾力性の特徴を整理した上で，価格変

化後のΔEpは時間経過と共に増加し，短期（二年未

満），中期，長期（五年以上）と分類すると，長期

のΔEpは短期の2~3倍になると指摘している．バス

運賃のΔEpを算出している既往研究でも，アメリカ 

においては，Phamら10)により短期で0.43と算出され，

イギリスにおいては，Dargayら 11)により短期で

0.2~0.3，長期で0.8~1.0と算出されている．これらは，

公共交通の料金上昇の場合の結果である．同じ金額

間の料金上昇と料金低減の場合，どちらもΔEpは同

じになるはずであるが，公共交通の料金が低減され

たとしても自家用車から公共交通への利用の移行が

なされにくいことから，料金低減の方がΔEpは低く

なると，Litmanは指摘している． 

本研究で推計されたΔEpは，ピーク年度の比較で

1.06，オフピーク年度の比較で1.33であった．上限

運賃導入による料金低減のケースであるにもかかわ

らず，上記の既往研究の結果と比べても非常に大き

な値であると言える．また，以上の推計結果は価格

の変化から一年以内の短期のものであり，前述した

需要の価格弾力性の特徴を考慮すると，今後さらに

バスの利用者が増加し，バス事業収益の減少量が抑

制される可能性がある． 

 

 

4. 医療分野にもたらされるクロスセクターベ

ネフィットの考察 

 
(1) 試算に利用するデータの概要 

 本研究では，統合策により医療圏外へ流出してい

る患者が帰島することによる医業損益の増加量を，

医療分野におけるクロスセクターベネフィットとす

る．しかし，現状は病院統合後の流出患者数が把握

できない．そのため，バス事業損益の減少量ΔPPTを

補填するために必要な平成28年度の流出患者の帰島

割合Rxを推計した．Rxは平成22～26年度の内海病

院と土庄中央病院の病院経営比較分析表12)と香川県

が公表している患者動向のデータ13)を基に推計した． 

 病院経営比較分析表からは，患者一人一日あたり

の診療収入と一日あたりの患者数を推計に利用した．

図-7,8に示すように，患者数が年々減少し，それに

伴い医業収益も減少していることがうかがえる．本

研究における患者数とは，受診日数と同等であるこ

とを留意されたい． 

患者動向のデータからは，医療圏外へ流出してい

る患者数の割合RnOUTと診療報酬点数の割合RsOUT，

統合前の二病院の患者数の割合RnINと診療報酬点数

の割合RsINを利用した．RnOUTは，外来が17.0%，入

院が29.2%であった．これらの患者動向の割合は，

平成22年の小豆郡住民に関する診療報酬明細書の総

計に対する割合である．  

  

(2) Rxの推計方法と結果 

小豆医療圏が離島であるという性質上，医療圏外

からの患者の流入は，僅かであると考えられること

から推計には考慮していない．また，医療圏外の病

院への通院は，比較的高度な医療を要する場合であ

ると考えられ，小豆医療圏の急性期医療を担う新病

院への通院とトレードオフであると仮定している．   

統合前の二病院は，統合後も診療所として機能して

いる．そのため，後述する平成28年度の各推計値は

新病院とその二つの診療所の合計値とする． 

以上の仮定の元，Rxは以下の(2)式から推計した． 
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図-7 一日の平均患者数12)（二病院合計） 
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図-8 医業収益12)（二病院合計） 

 

𝑓(𝑅𝑥) =𝛴(𝑅𝐸𝑂𝑈𝑇*𝑇𝑁𝑝𝑂𝑈𝑇)*𝑅𝑥−𝐶𝑀*𝑇𝑁𝑝𝑂𝑈𝑇*𝑅𝑥−Δ𝑃PT 
 (2) 

 

f(Rx)は，流出患者が帰島した場合の医業損益から

ΔPPTを差し引いた値である．医業損益の増加量と

ΔPPTが同額になるf(Rx)が0のときのRxを求める．(2) 

式の右辺の多項式において，左の項は医業収益を表

し，入院と外来それぞれの合計値である．中央の項

は医業費用を表す．入院と外来をそれぞれ個別に求

めることが困難であったため，加重平均の値とした． 

REOUTは流出患者の平均診療収益である．平成22

～26年度の統合前二病院における患者の平均診療収

益REINとの比較に基づき，以下の(3)式で推計した． 

 

 REOUT = REIN*(RsOUT/RsIN) (RnIN/ RnOUT) (3) 

 

入院と外来のREOUTの推計結果は，それぞれ48,753

円/人と11,454円/人で，REINの27,142円/人と8,399円/

人よりも高額であり，比較的高度な医療を要する場

合ほど医療圏外での受診が多い傾向にあることが裏

付けられた． 

 TNpOUTは平成28年度における，年間の流出患者

数の推計値である． TNpOUTを含まない，平成28年

度における年間の患者総数の推計値TNpINとの比較

に基づき，以下の(4)式で推計した． 

 

 𝑇𝑁𝑝𝑂𝑈𝑇 = 𝑇𝑁𝑝IN*(𝑅𝑛𝑂𝑈𝑇/𝑅𝑛𝐼𝑁) 
                      = 𝑁𝑝𝐼𝑁*𝐷𝑎𝑦*(𝑅𝑛𝑂𝑈𝑇/𝑅𝑛𝐼𝑁) 

(4) 

 

TNpINは平成28年度における，一日あたりの流出

患者数の推計値NpINに，診療実日数Dayを乗じて求

められる年間の患者数である．NpINは図-7に示した

平成22～26年度における，入院と外来それぞれの一

日あたりの患者数を，回帰直線によって推計した値

である．回帰係数はどちらも0.9以上であり，回帰

直線の当てはまりは良い．図-8で示した医業収益を

REINで除して算出した日数が，外来では行政機関の

営業日数14)，入院では年間の日数とほぼ同数であっ

た．そのため Dayについては，平成28年度における

それらの日数に基づく． 

 CMは患者一人当たりの平均医業費用である．平

成28年度のCMは，年間の患者総数との関係から，

回帰直線により推計した．回帰係数は0.98，であり

当てはまりは良い．回帰直線式は以下の(5)式のと

おりである． 

 

 CM = a*(TNpIN+TNpOUT*Rx)+b (5) 

 

a及びbは，回帰直線式の定数である．以上の推計の

結果を図-9に示す． 

Rxはピーク年度比較のΔPPTの場合8.27%であり，

オフピーク年度比較のΔPPTの場合6.31%であった．

したがって，統合策により医療圏外へ流出している

患者が僅かに帰島するだけで，バス事業損益の減少

量を補填できることが示された． 

（百万円）
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図-9  f(Rx)とRxの関係 

 

 

5. 教育分野にもたらされるクロスセクターベ

ネフィットの考察 

 
(1) 試算に利用するデータの概要 

本研究では，バス通学の増加による通学時の交通

死亡事故リスクの減少による便益BEを，教育分野に

おけるクロスセクターベネフィットとする．BEは，

小豆郡で実施された通学に関するアンケート調査結

果と各政府統計を基に推計した． 

通学に関するアンケート調査結果については，小

豆島町の担当部局から集計データを入手し，分析し

た．通学に関するアンケート調査は，高校の統合が

公表される以前の平成21年度，高校の統合が公表さ

れて以降の統合高校への通学に関する平成26年度，

バス通学定期の購入補助決定の通知を兼ねて，統合

高校への通学に関する平成28年度の三度実施されて

いる．これらのアンケート調査の内容はそれぞれ異

なっている．また，統合高校の開校は平成29年度か

らであり，平成26，28年度のアンケート調査は，統

合高校への通学を想定した意向調査である．なお，

筆者らは，平成28年度実施のアンケート調査票の作
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成に参画した． 

平成21，28年度実施のアンケート調査結果からは，

回答者の居住地区が把握可能であり，回答者の通学

距離を概算することができた．通学距離と通学交通

手段の関係を表す結果を図-10～13に示す．高校統

合後の平均通学距離は6.8kmであり，高校統合前の

4.6kmに比べて有意に長かった．高校統合前の平成

21年度では，通学距離が短い距離帯においてバス通

学が少なかった．対して，高校統合後の平成28年度

では，短い距離帯においてもバス通学が増加してい

た．すなわち，バス通学の増加の要因は，通学距離

の増加だけでないことが示された． 

平成21，26，28年度のアンケート調査結果から，

各時点の通学交通分手段の利用割合を比較した結果

を図-14に示す．平成26，28年度のアンケート調査

結果では，バス通学と自動車の送迎による通学が増

加していた．一方で，自転車通学は各時点を比較し

ても大きな変化は無かった．すなわち，平成26，28

年度では，複数の交通手段を併用する学生が多くな

っていることが示された． 

平成28年度のアンケート調査において，バス通学

の便数の少なさを課題とする回答が過半数以上あっ

た．このようなバスの利便性の課題が，バス通学だ

けの増加に至らなかった原因として考えられる．一

方，同調査において，通学交通手段として自動車の

送迎ではなくバスを選択した回答者の40%は，バス

を選択した理由として，「徒歩や自転車による通学

には危険を感じるため」と回答していた．バス通学

の増加の要因の一つとして考えられる． 

 

(2) BEの推計方法と結果 

 リスク低減による便益を推計する手法として，わ

が国の公共事業評価においては，統計的生命価値

VSLを用いた手法がある．VSLとは統計的に推計さ

れた生命の価値であり，ある個人が死亡リスク低減

のために支払っても良いと考える金額（支払い意思

額）WTPとの関係が，以下の(6)式で定義される． 

 

 WTP = VSL*ΔRisk (6) 

 

わが国では，内閣府による交通事故における経済的

分析の研究15)において推計されたVSLの数値である

226百万円が公共事業評価で広く用いられており，

本研究でもその数値を用いてWTPを推計する．WTP

の総和がBEであり，平成28年度時点の二つの公立高

校の在籍生徒数16)17)Nsと自転車通学からバス通学へ

の移行割合RCを用いて，以下の(7)式で定義される． 

 

 BE = WTP *Ns*RC (7) 

 

RCは図-12に示した平成21，28年度のアンケート調

査結果を100％積み上げ換算したときの割合の差で

ある．自転車通学割合の減少量とバス通学割合の増

加量のどちらか少ない方を採用した． 

通学時の交通死亡事故リスクは，リスク暴露量の観

点から，自転車通学者の年間登下校距離DCと死者が1

人出る自転車及びバスの総走行距離Dbicycle及びDbusの 
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図-10 通学交通手段と通学距離の関係（H21） 
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図-11 通学交通手段と通学距離の関係（H28） 
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図-12 通学交通手段と通学距離の関係（H21） 
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図-13 通学交通手段と通学距離の関係（H28） 
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図-14 各時点における通学交通手段の利用割合 
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推計結果を用いて，以下の(8)式で定義した． 

 

 ΔRisk  = DC /Dbicycle−DC /Dbus (8) 

 

DCは平成28年度の通学アンケート調査結果から，一

日あたりの平均往復通学距離を概算し，年間登校日

数200日と仮定して推計した．DbicycleとDbusは，各政

府機関が公表している自転車の利用実態や乗合バス

の運行実態，さらにそれら交通手段の死亡事故統計

を基に推計した．詳細は付録A-2にて示す． 

以上の推計の結果，BEは335万円となった．平成

28年度の通学アンケート調査における，バス通学定

期の購入意思についての結果から，バス通学定期の

購入補助に掛かる金額は，最大で年間219万円と推

計された．すなわち，BEはバス通学定期の購入補助

の金額を上回ることが示された． 

 
 

6. おわりに 

 
本研究では，公共交通・医療・教育の統合策によ

ってもたらされるクロスセクターベネフィットを試

算した．まず，統合策によってバスのトリップ数が

増加することで，バス事業収益の減少が抑えられて

いることが示された．公共交通における需要の価格

弾力性の観点から，今後もさらにトリップ数の増加

により，バス事業収益の減少量が縮小される可能性

があることが示された．さらに，医療圏外へ流出し

ている患者が僅かに帰島するだけで，バス事業損益

の減少量を十分に補填できることが示された．また，

バス通学定期の購入補助に掛かる金額よりも，通学

時の交通死亡事故リスクが減少することによる便益

の方が大きいことが示された． 

図-15に示すように本研究では，公共交通の採算

性だけでなく，地域生活に係わる医療・教育分野に

おける影響も評価した．公共交通を核とするクロス

セクターによる取り組みが，まちづくりに大きく貢

献するという構図を把握することができた． 

今後の課題として，様々な分野において地域生活

に与える影響をより定量的に評価することが必要で

ある．また，PDCAサイクルの観点から長期的な政

策の有効性を検証することが必要である． 

将来への継続性確保が不可欠

公共交通を核とするクロスセクターによる統合策が

まちづくりに大きく貢献するという構図を把握

地域公共交通の運行面
だけが評価対象ではない

地域生活に係わる医療や
教育における影響も評価

・事業損益改善の努力⇦利用促進の取組
県，町の支援 等

社会資本
公共公益施設

地域公共交通 学校病院 道路等

採算性評価

★社会資本としての評価

クロスセクターベネフィット

 
図-15 本研究における統合策の評価フロー 

 

謝辞：本研究の遂行にあたり，ご協力いただいた小

豆島町長の塩田様をはじめ，小豆島町と小豆島オリ

ーブバス株式会社の担当部局の皆様，株式会社地域

デザイン工房の森谷様には深く感謝申し上げます． 

 

付録 
 

A-1 運賃支払い手段の売上表上の特徴とトリップ数の推計方法 

運賃支払手段 取引実態および売上表上の特徴 月毎のトリップ数算出方法 

定期 

・小学，学生，一般の 3種類 

・各々に 1ヶ月と 3ヶ月定期が存在 

・小学，学生には片道定期も存在 

売上表件数×（20 トリップ／月【片道定期】

か 40 トリップ／月【往復定期】） 

※購入月から 3 ヶ月先までのトリップ数を 

計上 

切符 ・小中学生が通学に利用  売上表件数がそのままトリップ数 

フリー乗車券 
・料金は 1日 1000円，2日 1500円 

・小人は半額 

売上表件数×（フリー乗車券販売額 

／全路線加重平均運賃） 

※全区間の単純平均運賃を各路線の運行便数

で重みづけ 

ICカード 
・合計収益からトリップ数を算出 

・割引率 13% 

月単位の合計収益×（100／87） 

／全路線加重平均運賃 

現金（車内売上） ・合計収益からトリップ数を算出 月単位の合計収益／全路線加重平均運賃 

回数券 

・1セット 11枚の回数券を 10 枚分の

値段で購入 

・販売の委託時に売上を記録 

（月単位の収益に偏りが生じる） 

年間総トリップ数＝年間合計収益×1.1 

／全路線荷重平均運賃 

※回数券利用者の年間総トリップ数を IC カ

ードの月別利用比率で配分 

全路線加重平均運賃：各路線の運賃表より全区間の平均運賃を算出し，その各路線の平均運賃を各路線の運

行便数で加重平均した金額 
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A-2  DbicycleとDbusの推計 

DbicycleとDbusは，以下の式に基づき推計する.  

)//()/(

365

2626262622

22

香川香川全国全国全国

全国

NNdNNdNd

DSRN
Dd

bicyclebicyclebicycle

bicyclebicycle
bicycle






busbusbus NdDDd /  

 

N 全国 22：平成 22 年 国内の総人口 

N 全国 26：平成 26 年 国内の総人口 

N 香川 26：平成 26 年 香川県の総人口 18) 

SRbicycle：自転車の交通分担率 19) 

bicycle：自転車平均走行距離（km/日）19)
 

Ndbicycle 全国 22：平成 22 年 国内の自転車乗車時の交通

事故死亡者数 20) 

Ndbicycle 全国 26：平成 26 年 国内の自転車乗車時の交通

事故死亡者数 20) 

Ndbicycle 香川 26：平成 26 年 香川県の自転車乗車時の交

通事故死亡者数 20) 

Ndbus：乗合バス乗車時の交通事故死亡者数 21) 

Dbus：乗合バスの総走行距離（km）21) 

 

参考文献 

1) A.フォークス，F.オクスレー，B.ヘイザー（関口陽

一, 関口みのり訳）：移動の制約の解消が社会を変え

る～誰もが利用しやすい公共交通がもたらすクロス

セクター・ベネフィット～，近代文芸社，2004 

2) 菊池雅彦：アーバンインフラ・テクノロジー推進会

議第 25回合同講演会における資料を基に作成 

http://www.uit.gr.jp/pdf/150623uitkouen-001.pdf(2016.2.

26閲覧) 

3) 吉田和哉，土井健司，猪井博登，鹿島翔：子育てし

やすさ日本一を目指す大阪府箕面市の取り組みと立

地適正化計画の意義，第 53 回土木計画学研究・講演

集，pp2953-pp2960，2016 

4) 西村和記, 土井勉, 喜多秀行：社会全体の費用抑制か

ら見る公共交通が生み出す価値，土木学会論文集 D3，

Vol. 70，No. 5，pp.809-818，2014 

5) 柳川達郎・三寺潤・川上洋司：えちぜん鉄道に対す

る沿線自治体の価値認識に関する研究，土木学会論

文集 D3, Vol. 70，No. 5，pp.763-769，2014 

6) The Urban Transport Group：Making the connections: Th

e cross-sector benefits of supporting bus services 

http://www.urbantransportgroup.org/system/files/general-

docs/10210%20Pteg%20Benefits%20of%20the%20bus%

20web%20FINAL.pdf  (2017.4.2閲覧) 

7) 国立社会保障・人口問題研究所：日本の地域別将来

推計人口（平成 25年 3月推計） 

http://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson13/t-page.a

sp (2017.4.2閲覧) 

8) 小豆島町 HP：小豆島町の人口ビジョンと総合戦略に

ついて 

http://www.town.shodoshima.lg.jp/kakuka/kikakuzaisei/i

mg/sougousenryaku/02.kihonconcept.pdf(2017.4.2閲覧) 

9) Todd Litman：Transit Price Elasticities and Cross-Elastici

ties，Journal of Public Transportation，Vol.7，No.2，pp

37-58，2004. 

10) Larry H. Pham and Jim Linsalata：Effects Of Fare Chang

es On Bus Ridership，American Public Transit Associatio

n，1991  

http://www.apta.com/resources/reportsandpublications/Do

cuments/effects_of_fare_changes.pdf (2017.4.2閲覧) 

11) Joyce M, Dargay and Mark Hanly：The Demand for Loca

l Bus Services in England, Journal of Transport Economic

s and Policy, Volume 36, Part 1, pp.73-91，2002,  

12) 総務省：病院経営分析比較表  

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/kess

an-bunseki/index.html (2017.4.2閲覧) 

13) 小豆島町 HP：第 1 回「小豆島の福祉と医療を よく

する島民会議」会議資料② 

http://www.town.shodoshima.lg.jp/oshirase/tyoutyou-semi

/PDF/H23.10.14fukushi-iryo-touminkaigi%E2%91%A1.p

df (2017.4.2閲覧) 

14) 電子政府の総合窓口：行政機関の休日に関する法律 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S63/S63HO091.html(2017.

4.2閲覧) 

15) 内閣府：交通事故の被害・損失の経済的分析に関す

る調査研究報告書，2007 

http://www8.cao.go.jp/koutu/chou-ken/19html/houkoku.ht

ml  (2017.4.2閲覧) 

16) 小豆島高校 HP：http://www.kagawa-edu.jp/syodoh01/ 

(2017.2.22閲覧) 

17) 土庄高校 HP：http://www.kagawa-edu.jp/tonosh01/ 

(2017.2.22閲覧) 

18) 総務省：人口推計（平成 26年 10月 1日現在） 

http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2014np/#a05k26-b (2017.

4.2閲覧) 

19) 内閣府：平成 22 年度自転車交通の総合的な安全性向

上策に関する調査報告書 

http://www8.cao.go.jp/koutu/chou-ken/h22/houkoku.html 

(2017.4.2閲覧) 

20) 国土交通省：交通事故データ集 

http://www.mlit.go.jp/road/road/traffic/sesaku/data.html 

(2017.4.2閲覧) 

21) 国土交通省：自動車運送事業用自動車事故統計年報 

http://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/subcontents/data/stati

stics56.pdf (2017.4.2閲覧) 

 

(2017.4.28 受付) 

 

Cross-sector benefits through an integrated policy of public transportation, medical care and education 

– A case study in Shozu, Kagawa – 

 

Kazuya YOSHIDA, Kenji DOI, Hiroto INOI and Kento Yoh 

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集


